
熱の脱炭素化とセクター・カップリ
ング

ー再エネ熱利⽤の視点からー

再エネ熱利⽤促進協議会 代表 笹⽥政克
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再エネ熱利⽤促進協議会 2024年4⽉発⾜
背景： 再エネ熱利⽤促進連絡会（2019年1⽉〜2024年3⽉）

NEDO再エネ熱⼈材育成事業（2022年度・2023年度）を継承して
2024年4⽉に発⾜。

構成メンバー： ⼀般社団法⼈ソーラーシステム振興協会
特定⾮営利活動法⼈ 地中熱利⽤促進協会
⼀般社団法⼈ ⽇本⽊質バイオマスエネルギー協会

実施事業： 再エネ熱講座（⼊⾨編、基礎編、応⽤編）
再エネ熱シンポジウム（オンライン）
⾃治体の再エネ熱普及事業への協⼒（新潟県、福島県）

ネットワークの運営： 再エネ熱ネットワーク（約 200名登録）
（メルマガ）再エネ熱ネットワーク通信（毎⽉配信）
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再エネ熱利⽤促進協議会
再エネ熱講座

2024年度 ⼊⾨編（再エネ熱・太陽熱・地中熱・⽊質バイオマス熱） 53名参加
2025年度 基礎編（再エネ熱・太陽熱・地中熱・⽊質バイオマス熱・温泉熱・地

熱・雪氷熱・
下⽔熱・河川熱・海⽔熱・排熱・蓄熱） 50名参加

再エネ熱シンポジウム（オンライン）
2024年度 「再エネ熱利⽤の最近の動向と導⼊事例」 150名参加
2025年度 「再エネ熱利⽤の最近の動向と導⼊事例」 84名参加

⾃治体の再エネ熱普及事業への協⼒
2024年度 新潟県セミナー（妙⾼市）、福島県研究会（郡⼭市）
2025年度 新潟県セミナー（⼗⽇町市）

再エネ熱ネットワーク通信 再エネ熱ネットワーク参加者（約200名）に毎⽉配信
2024年度 No.1〜９
2025年度 No.10〜１９

活動実績
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プレゼンの内容
１．熱の脱炭素化の中での再エネ熱
２．再エネ熱利⽤の動向
３．地域熱供給での脱炭素化
４．セクターカップリングの動向（電⼒⇒熱）
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１．熱の脱炭素化の中での再エネ熱
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再エネ熱
太陽熱 地中熱 バイオマス熱 雪氷熱 温泉熱 海⽔熱 河川熱 下⽔熱

熱源の地域特性 基本的にどこで
も利⽤可能。但
し、気象条件で
有利な場所があ
る。

基本的にどこで
も利⽤可能。但
し、地盤条件で
有利な場所があ
る。

基本的にどこで
も利⽤可能。但
し、燃料輸送条
件で有利な場所
がある。

積雪地に限定。 温泉地に限定。 海岸沿いに限定。河川沿いに限定。下⽔施設周辺、
下⽔管渠沿いに
限定。

熱源の時間特性 変動的（⽇照に
依存）

安定 安定 変動的（積雪量
に依存）

安定 安定 安定 安定

補助熱源 必要 必要

熱源からの採熱
⽅法

太陽熱集熱器 地中熱交換器 バイオマスボイ
ラー

雪氷熱交換器 温泉熱交換器 海⽔熱交換器 河川熱交換器 下⽔熱交換器

採熱温度 採熱管の種類に
依存

地温：年平均気
温に近い

ボイラー及び燃
料に依存

0℃以下 25℃以上100℃
以下（⾃然湧
出）

海⽔温：年平均
気温と気温の間

河川⽔温：年平
均気温と気温の
間

下⽔温：⽣活排
⽔が加わるので
年平均気温より
多少⾼⽬

熱源機 （冷房：吸収式
ヒートポンプ）

ヒートポンプ （冷房：吸収式
ヒートポンプ）

ヒートポンプ ヒートポンプ ヒートポンプ ヒートポンプ

⺠⽣部⾨の需要 住宅・建築物の
給湯・冷暖房

住宅・建築物の
冷暖房・給湯

住宅・建築物の
給湯・冷暖房

建築物の冷房 建築物の暖房 建築物の冷暖房 建築物の冷暖房 建築物の冷暖房

産業部⾨の需要 農業 農業、養殖漁業
⼯業（冷却）

農業、⼯業（乾
燥）

農業（貯蔵） 農業 農業
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国による熱の脱炭素化の取組
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2017年12⽉26⽇基本政策分科会資料（第5次エネ基関連）



国による熱の脱炭素化の取組

8

地
中
熱

海
⽔
熱

河
川
熱

温
泉
熱下

⽔
熱

太
陽
熱

バ
イ
オ
マ
ス
熱

雪氷熱

再エネ熱の利⽤温度範囲

2017年12⽉26⽇基本政策分科会資料（第5次エネ基関連）



再エネ熱（太陽熱・地中熱・⽊質バイオマス熱）の利⽤分野・利
⽤温度

地中熱ヒートポン
プ

冷房 暖房 給湯

再エネ熱利⽤には様々な利⽤⽅法が⼯夫されているが、代表的は利⽤⽅法として、太陽熱の場合は太陽熱集熱器による給
湯・暖房利⽤、地中熱の場合は地中熱ヒートポンプによる空調（冷暖房）利⽤、⽊質バイオマス熱の場合は、⽊質バイオマ
スボイラーによる暖房・給湯利⽤および産業⽤利⽤があげられる。これらの代表的利⽤⽅法は技術的に確⽴されており、更
には複数の再エネ熱を組み合わせたパッケージとして容易に導⼊できる。

利⽤施設・設
備と利⽤温度
帯

⽊質バイオマスボイラー

産業⽤需要側の
利⽤温度帯

再エネ熱
供給温度帯

事務所・店舗・学校

６０〜４００℃＜

20

７〜７０℃

40 60 80 100 温度（℃）
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熱需要：空調（冷暖房）

住宅・医療施設・福祉施設・宿泊施
設

熱需要：空調（冷暖房）・
給湯

道路・駐⾞場
熱需要：融雪

プール・温浴設
備

熱需要：給湯・⽔温管理

農業（施設園芸）・漁業（養
殖）

熱需要：温度管理（⼟壌・⽔槽）・空調（主
に暖房）

製造業（製材・⾷品・製紙・化学
等）

熱需要：熱需要：蒸気・冷温⽔

３０〜９０℃
太陽熱集熱器

融雪 プール

（再エネ熱利⽤促進連絡会 2022）



２．再エネ熱利⽤の動向
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太陽熱の利⽤⽅法と導⼊状況
給湯システム

資源エネルギー庁 https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_new/attaka_eco/system/main.html

給湯・暖房システム

給湯・冷暖房システム

11

（ソーラーシステム振興協会）
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地中熱の利⽤⽅法と導⼊状況

地中熱利⽤促進協会
https://www.geohpaj.org/introduction/index1/types

14

地中熱ヒートポンプの施設別導⼊件数

環境省
https://www.env.go.jp/content/000302509.pdf



倉庫での地中熱利⽤（クローズドループ）
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地下100メートルから地中熱エネルギーを活⽤する
⽇本最⼤規模の地中熱空調システム

Amazonでは2040年までに事業におけるネット・ゼロ・
カーボン（温室効果ガスの排出量実質ゼロ）を達成する
誓約「The Climate Pledge（クライメイト・プレッジ）」
のもと、さまざまな取り組みを進めています。

名古屋みなとFCでは、カーボンフリーエネルギーの活⽤
を積極的に進めており、地中熱ヒートポンプを利⽤した
空調システムを導⼊しています。200本の地中熱交換器
を使い、地下100mの安定した地中の温度を利⽤して建物
の1階部分の冷暖房を⾏うことで、低エネルギーで室温を
快適に保つことができます。
https://www.aboutamazon.jp/news/delivery-and-logistics/
nagoya-minato-fulfillment-center

https://www.aboutamazon.jp/planet/climate-pledge
https://www.aboutamazon.jp/planet/climate-pledge
https://www.aboutamazon.jp/news/delivery-and-logistics/
https://www.aboutamazon.jp/news/delivery-and-logistics/
https://www.aboutamazon.jp/news/delivery-and-logistics/
https://www.aboutamazon.jp/news/delivery-and-logistics/
https://www.aboutamazon.jp/news/delivery-and-logistics/


⼯場での地中熱利⽤（帯⽔層蓄熱）
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愛三⼯業（株）安城新⼯場
⽣産エリアには、地中熱の利⽤により従来の

空調システムに⽐べ約52％のエネルギー削減が
⾒込める帯⽔層蓄熱空調システムや、置換空調
（成層空調）システム、オフィスエリアには、
シミュレーションにより設計された⾃然換気や
採光とともに、⾼効率空調機や⼈感センサによ
る連動照明など、多様な省エネルギーソリュー
ションを取り⼊れています。

https://www.obayashi.co.jp/news/detail/news20240403_1.html



⽊質バイオマス熱の利⽤⽅法と導⼊状況

17（⽇本⽊質バイオマスエネルギー協会）

p 利⽤⽅法は、発電、熱利⽤、熱電併給等
p 利⽤⽅法別の利⽤効率で⽐較した場合、現状では、

発電利⽤では、25％程度である⼀⽅、熱電併
給や

熱利⽤は、40〜85％程度まで向上
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脱炭素化に向けての普及の⽅向性

• 産業部⾨の施設をターゲットにする。 ⾷品⼯場（太陽熱）

• ⺠⽣部⾨での普及拡⼤に向けて、住宅・オフィス以外の施設も
ターゲットにする。 倉庫・⼯場（地中熱）

• 熱需要の⼤きな施設をターゲットにする。
地域熱供給（バイオマス熱）

20

従来からのターゲットに加えて



３．地域熱供給での脱炭素化
（熱供給事業）
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再エネ熱の利⽤量
• 太陽熱    5,961 TJ *
• 地中熱    1,056 TJ**
• ⽊質バイオマス熱

             18,116 TJ*
• 下⽔熱       398 TJ***
• 河川熱       346 TJ***
• 海⽔熱       650 TJ***
再エネ熱⼩計   26,527 TJ

太陽熱

⽊質バイオマス熱

下⽔熱

海⽔熱
河川熱

地中熱

再エネ熱の供給⽐率
温泉熱・雪氷熱は含まれない

＊ 総合エネルギー統計 2022年のデータ
＊＊ 環境省 地中熱利⽤状況調査 2021年の設備容量から計算
＊＊＊ 熱供給事業便覧 2018年のデータ

1.5

2.5
1.3

68.3

4

22.5

国内のエネルギー消費の中で再エネ熱の占める割合は、0.2%程度
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地域熱供給での再エネ熱・未利⽤エネルギー

2021年度NEDO成果報告書：「再⽣可能エネルギー熱利⽤技術を⽤いた熱供給の導⼊可能性と研究開発課題に係る調査」ほか

再エネ熱（黒字）
未利用エネルギー（青字）

地域熱供給地区（令和元年11月現在） 地点熱供給地区（例）

地区名 地区数 主な地区名

太陽熱 田町駅東口北、ささしまライブ24 ２ 越谷レイクタウン、東京ガス千住、他

ごみ焼却・工場排熱 札幌市真駒内、千葉ニュータウン都心、東京臨海副都心、光が
丘団地、品川八潮団地

５ 東折尾（陣原）他

下水汚泥焼却排熱 ０ 新砂三丁目、六甲アイランド集合住宅、
黒崎駅西、他

発電所抽気 西郷 １

廃棄物・再生油 札幌市厚別 １

木質バイオマス 札幌市都心、札幌市厚別 ２ 下川町、最上町、紫波町、高島市

ＲＤＦ 札幌市厚別 １

中水・生下水・下水処理水
下水管路内熱交換

盛岡駅西口、後楽一丁目、幕張新都心ハイテク・ビジネス、高
松市番町、下川端再開発、ささしまライブ24、大手町

７ 新砂三丁目、堺鉄砲町、小諸市
仙台スーパーマーケット

河川水 箱崎、富山駅北、中之島二・三丁目、天満橋一丁目 ４ リバーサイド隅田、室町再開発
みなとアクルス（運河水）

海水 中部国際空港島、大阪南港コスモスクエア、
サンポート高松、シーザイドももち

４

変電所・変圧器排熱 盛岡駅西口、新川、宇都宮市中央、中之島二・三丁目、
西鉄福岡駅再開発

５

地下水 田町駅東口北、高崎市中央・城址、高松市番町 ３ 高松丸の内、他（２地区）

地中熱 東京スカイツリー、新さっぽろ ２ 弘前まちなか情報センター、
IKEA福岡新宮

雪氷熱 札幌駅北口再開発 １ 新千歳空港、他

計 ３８



地域熱供給と再エネ熱・未利⽤エネルギー
ー欧州と⽇本での変遷と将来ー

デンマーク
地域熱供給

第1世代 第2世代 第3世代 第4世代

第5世代

蒸気（＜200℃）
コンクリートパイプ
暖房

⾼温⽔（＞100℃）
⼤規模施設・蓄熱槽・CHP
暖房

温⽔（＜100℃）
サブステーション・蓄熱槽・CHP
暖房

温⽔（50〜60℃）
スマートエネルギー・蓄熱槽・CHP
暖房・冷房

供給温度
特徴

熱源
（太字は再
エネ熱等）

⽯炭・廃棄物 ⽯炭・廃棄物・⽯油 天然ガス・⽯炭・廃棄物・⽯油
産業排熱・バイオマス・太陽熱

廃棄物・バイオマス・産業排熱
余剰⾵⼒・地中熱・太陽熱
季節間蓄熱

常温⽔（10〜30℃）
熱源⽔ネットワーク
暖房・冷房
地中熱・太陽熱・河川熱
海⽔熱・空気熱・排熱
季節間蓄熱

10地区 20地区 40地区ヨーロッパ
第5世代
地域熱供給

地区数 供給温度
特徴

熱源

⽇本の地域熱供給 創成期 発展期 普及期 再構築期 地域総合サービス（DTS）

再エネ熱・未利⽤エネルギー                                        河川⽔(1989) 下⽔(1990) 海⽔(1993) 地中熱(2012,2022) 太陽熱(2012,14)
変電所排熱(1988)* 地下⽔(1993) ⽊質バイオマス(2009更新) *：熱源⽔ネットワーク

1980 1990 2000 2010 2020 20501900

（Henrik Lund ほか(2014), Buffa ほか(2019), 熱供給事業者協会(2021）のデータを笹⽥（2023）が編集）

1980 1990 2000 2010 2020 20501900



４．セクターカップリングの動向
（電⼒⇒熱）
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電⼒⇒熱
• ⽇本での取組（現状と可能性）

◆ 九州電⼒のエコキュート制御
◆ 地域熱供給での⼤規模な蓄熱槽の活⽤の可能性
◆ 帯⽔層蓄熱（ATES）の活⽤の可能性（実証段階）

• 欧州での取組（現状と可能性）
◆ 地域熱供給での活⽤
◆ 巨⼤温⽔タンクを⽤いた蓄熱の可能性
◆ ボアホール蓄熱（BTES）の活⽤の可能性
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電⼒⇒熱
• ⽇本での取組（現状と可能性）

◆ 九州電⼒のエコキュート制御
◆ 地域熱供給での⼤規模な蓄熱槽の活⽤の可能性
◆ 帯⽔層蓄熱（ATES）の活⽤の可能性（実証段階）

• 欧州での取組（現状と可能性）
◆ 地域熱供給での活⽤
◆ 巨⼤温⽔タンクを⽤いた蓄熱の可能性
◆ ボアホール蓄熱（BTES）の活⽤の可能性
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最⼩需要⽇（5⽉の晴天⽇など）の需給イメージ

28資源エネルギー庁：2021̶⽇本が抱えているエネルギー問題（後編）



おひさま昼トクプラン
（九州電⼒の家庭向けプラン）

29

対象となるお客さま
エコキュート、蓄電池、または電気⾃動⾞をお使いで、当該機器により電気のご使⽤を昼間へ移⾏できるお客さま

「春・秋」とは、3⽉1⽇〜6⽉30⽇および10⽉1⽇〜11⽉30⽇をいい、「夏・冬」とはそれ以外の期間をいいます。
https://customer.kyuden.co.jp/ja/electricity/home-plan/ohisama.html



太陽光と⾵⼒の年間発電量

30⾃然エネルギー財団（⻫藤哲夫, 2020）
九州エリアにおける太陽光・⾵⼒発電の出⼒抑制に関する分析結果と出⼒抑制電⼒量率の低減策（2020年版） 



ATES （帯⽔層蓄熱）

31

https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/cmsfiles/contents/0000476/476996/leaflet.pdf

帯⽔層蓄熱はオランダで普及が進んでおり、これまでに3000件を超えるシステムが稼働している。⽇本で
は⼤阪を中⼼にした地域と、⼭形を中⼼にした地域で導⼊が始まっており、現在⼗数件という段階である。

⼤阪公⽴⼤学が中⼼になり、余剰電⼒の帯⽔層に蓄熱するプロジェクトが環境省事業として⾏われている
（2023〜2025）。

実証施設のある⼤阪市アミティ舞洲

https://www.city.osaka.lg.jp/kankyo/cmsfiles/contents/


帯⽔層蓄熱設備に付加する余剰再⽣可能エネルギー電⼒
吸収システムの技術開発（環境省委託事業 2023-
2025）

32https://www.takenaka.co.jp/news/2025/07/01/

事業名:環境省「地域共創・セクター横断型カーボンニュートラル技術開発・実証事業」 共同実施者:⼤阪公⽴⼤学、東京⼤学、三菱重⼯サーマルシ
ステムズ、関⻄電⼒、⽵中⼯務店、安井建築設計 協⼒:⼤阪市

ATESを季節間蓄熱⽤として使⽤するだけでなく、太陽光、⾵⼒などの再エネ電⼒を吸収し、 活⽤するために
使⽤できるようにする。


